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総務環境常任委員会会議録 

 

１ 本委員会の開催日時は次のとおりである。 

   平成30年７月12日（木）午前８時５７分 

２ 本委員会の出席委員は次のとおりである。 

   委 員 長      松元   深 君   副委員長      宮内   博 君 

委  員      山田  龍治 君   委  員      久保  史睦 君 

委  員      川窪  幸治 君   委  員      阿多  己清 君 

委  員      前島  広紀 君   委  員      新橋   実 君 

委  員      下深迫 孝二 君 

３ 本委員会の欠席委員は次のとおりである。 

   な  し 

４ 委員外議員の出席は次のとおりである。 

   議  員      松枝  正浩 君   議  員      宮田  竜二 君 

   議  員      植山  利博 君 

５ 本委員会に出席した説明員は次のとおりである。 

   総務部長      新町   貴 君   危機管理監     新村   司 君 

   安心安全課長    石神   修 君   安心安全課主幹   野辺  貞孝 君 

   安心安全課交通防犯グループ主任主事 末永  大輔 君 

   市民環境部長    有馬  博明 君   市民活動推進課長  山下  広行 君 

   市民活動推進課共生協働推進グループ長 末満 伸太郎 君   市民活動推進課市民環境政策グループ長 住吉  一郎 君 

   企画部長      満留   寛 君   企画政策課長    永山 正一郎 君 

   企画政策課長補佐  野崎  勇一 君   企画政策課企画政策グループ長 森山  勇樹 君 

   企画政策課企画政策グループサブリーダー 唐鎌 賢一郎 君 

６ 本委員会の書記は次のとおりである。 

   書  記  德留  要一 君 

７ 本委員会の調査案件は次のとおりである。 

   (1)霧島市交通災害共済事業について 

   (2)合併自治会への支援策について 

   (3)霧島市土地開発公社について 

８ 本委員会の概要は次のとおりである。 

「開 会  午前 ８時５７分」 

○委員長（松元 深君） 

  ただいまから，総務環境常任委員会を開会いたします。本日は，閉会中の所管事務調査として，

霧島市交通災害共済事業について，合併自治会への支援策について及び霧島市土地開発公社につい

ての３件について所管事務調査を行います。 

 

   △ 霧島市交通災害共済事業について 

 

○委員長（松元 深君） 

  まず，霧島市交通災害共済事業について，調査を行います。執行部の説明を求めます。 

○総務部長（新町 貴君） 

  霧島市交通災害共済事業につきましては，これまでも見舞金の減額など，運営の改善に努めてま

いりましたが，厳しい運営が続いている状況でございます。平成30年度当初予算に係る予算常任委

員会でも申し上げましたように，本事業全般について，議会の御意見等をお聞かせいただきながら，
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事業の今後について検討したいと考えております。詳細につきましては，安心安全課長が御説明申

し上げますので，御意見を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○安心安全課長（石神 修君） 

  霧島市交通災害共済事業につきましては，平成17年の合併を機に鹿児島県市町村総合事務組合の

給付制度に準じた内容を基本に旧国分市が保有していた交通災害共済基金3,710万5,000円を引き継

ぐとともに，同市が行っていた小中学生や75歳以上の方々に対する掛金の免除制度も継続して，運

用が開始されました。しかし，免除者の増加や一人500円の掛金を負担している一般加入者の減少と

ともに，見舞金である給付額のほか事務費の支出額が掛金の収入額を上回る状態が続き，その財源

不足を補うため同基金や一般会計から繰り入れて運用してまいりました。その引き継いだ基金も平

成23年度をもって枯渇し，現在は掛金収入と繰越金で運営している状況です。また，一般会計から

の繰入れにつきましては，本事業は，共済加入者の共助による交通事故被害者に対する見舞金給付

制度であることから，一般会計への依存も抑制すべきではないかと考えます。このようなことから，

今後，本事業の収支をどのように改善して運営していくか，あるいは，一定の役割を終えたとして

廃止も視野に入れるか，様々な角度から検討するため，お手元の資料のとおり，これまでの収支状

況から平成33年度までの加入者や収支の予測を立てました。はじめに，３ページから４ページ，資

料１－１から１－４にありますように，平成25年度から平成29年度までの状況をお示ししておりま

す。１－１は加入状況，１－２は収支の状況，１－３は見舞金の支給状況，１－４は等級に応じた

見舞金額を記載しております。改善策としての方策１は，５ページ，資料２－１，２－２にありま

すように，これまでどおりの運営を続ける案になります。この予測によりますと，繰越金が底をつ

く平成32年度以降は支出が収入を上回り，事業を継続していくことができなくなりますので，制度

が破綻する見込みです。方策２は，６ページ，資料３－１，３－２にありますように，75歳以上の

方々に対する免除制度を廃止する案になります。75歳以上の加入者の推計は，75歳以上の人数に60

歳から74歳までの加入率を乗じて算出し，その人数に500円を乗じた額を収入としています。この予

測によりますと，平成31年度は，前年度比で掛金が約330万円の収入増額となります。また，未加入

者分の見舞金給付がなくなることなどから，見舞金については，60歳から74歳までの加入率等を乗

じて約177万円の支出減額となります。しかし，これまでなかった75歳以上の世帯に納付書を発行し

郵送することになるので，印刷製本費や通信運搬費の事務費が約80万円の支出増額になります。さ

らに，資料２－２で平成31年度の支出超過を約346万円見込んでいますので，総合しますと収支が約

81万円改善します。なお，この方策２には，免除対象となっている小中学生が死亡した場合，現在

は見舞金受取人が本制度に加入していなければ見舞金を給付していませんが，これを傷害の見舞金

にも拡大して，死亡時と同様に，給付対象外とすることも考えております。方策３は，７ページ，

資料４－１，４－２にありますように，免除制度を全廃する案になります。これは，加入者すべて

が等しく掛金を負担して，共同して助け合うという共済制度本来の目的に沿った考えによるもので

す。方策２に加えて小中学生の掛金の免除を廃止するものです。加入者の推計は，小中学生の人数

に保護者でもある一般加入者と同じ加入率を乗じて算出し，その人数に500円を乗じた額を収入とし

ています。この予測によりますと平成31年度は，前年度比で掛金が約113万円増額となり，75歳以上

の増額分と合わせて約443万円の収入増額となります。また，未加入者分の見舞金給付がなくなるこ

となどから，見舞金については，一般加入者の加入率等を乗じて給付が約44万円減額し，75歳以上

の減額分と合わせて約220万円の支出減額となります。印刷製本費や通信運搬費については，これま

で小中学生の保護者には納付書を送付していることから増額はなく，通信運搬費に係る支出の増額

は方策２でお示しした約80万円となります。納付書に係る印刷製本費の支出額については小中学生

の分のみで微増となります。さらに，資料２－２で平成31年度の支出超過を約346万円見込んでいま

すので，総合しますと収支が約237万円改善します。第４案は，８ページ，本事業を廃止する案にな

ります。資料は１－１から１－４までを参考に，加入者の減少や民間保険の充実など，事業を取り

巻く環境が変化したこともあって，一定の役割を果たしたのではないかと思料されるためです。運
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営におきましても，一般加入者の減少傾向がこれからも続くことが見込まれ，将来的な収入不足が

懸念されます。仮に，制度を廃止した場合でも２年間の見舞金請求期間があることなどから，今あ

る繰越金を，一般加入者の減少等に伴う収入不足や制度廃止後の見舞金支出の財源の一部にも活用

することができます。以上申し上げました四つの改善策を検討しているところですが，議会の御意

見をお聴きしながら最終的に判断してまいりますので，御意見を賜りますようお願い申し上げます。 

○委員長（松元 深君） 

ただいま執行部の説明が終わりました。これより執行部に対する質疑を行います。質疑はありま

せんか。 

○委員（下深迫孝二君） 

今まで，小中学生と75歳以上も免除ということでやっているわけですよね。それもその掛金を払

っている人たちのお金だけで免除してきていたという記憶があるのですが，前にも話をしたことが

あるんですよね。廃止するかどうかということで，市がお金を出してその人たちの免除をするとい

うなら理解ができるのですよ。ただ掛けている人のお金で，全く関係のない人を免除しているなん

て，こんないいかげんな取扱いはないと思いますが，そこをどのように考えていますか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

おっしゃるように一般加入者の掛金のみで，この制度を賄うというのは非常に厳しいものがござ

いまして，それでこの制度を今後どうしていくかということを検討しているところでございます。

今おっしゃられました小中学生や75歳以上の方々に対する免除につきましては，以前は旧国分市が

持っていた基金を取り崩して充当しておりまして，それが枯渇したときには，一般会計から繰り入

れて，それを充当して運営してまいりました。しかしながら，やはり共済制度というお互い，助け

合ってこの制度を維持していくのだというような考え方から，一般会計からの繰り入れにつきまし

ては，平成27年度から行っておりません。平成27年度以降につましては，一般会計から繰り入れま

した額が繰越金として残っておりますので，それを運用しながら今やっているところでございます。

しかし，今後は一般会計からの繰り入れというのは，やはりこの共済制度の趣旨からしますと，い

かがなものかということもございますので，その辺も含めて今回検討させていただこうという考え

でございます。 

○委員（下深迫孝二君） 

年齢を重ねてきますと，逆に民間の保険なんかも入れなくなると，ですから高齢者の人たちにし

てみれば掛金さえ，きちっと払ってもらえば例えば500円，これを1,000円に上げても入っている人

がそれだけの恩恵を受けるということなら理解はできるのですよ。掛けている人のお金で，掛けて

いない人たちが恩恵を受けるというのは，その分市が払っているのだったら問題はないという気が

するのですけども，やはり廃止するのは簡単かもしれないけど，現在その収入のある人が，年金暮

らしなんかでされているような人たち500円，1,000円で何がしかの補償が受けられるのだったら継

続的できればいいのかなと私は思うのですが，やはり掛けていない人たちが，その掛けている人の

お金でいくら共済制度といえども，霧島市民がみんな掛けているなら理解できます。小学生なんか

も全部払っているなら理解できるのですけども，そこらを改善するということは，今後どのように

考えていらっしゃいますか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

口述で申し上げましたように廃止というのは，あくまでも一つの考え方でございまして，いろん

な考え方の中の一つというふうに御理解いただきたいと思います。今おっしゃいました掛金を払っ

ていない人の分までみるというのは，確かに共済制度の趣旨からするといかがなものかと思います。

これはあくまで共済制度，任意加入でございますので，その任意加入の人の分の掛金を免除すると

いうことは，その趣旨からするといかがなものかということもございます。また言い方を変えれば

本人は，加入したかどうか意思の確認もできないまま，加入扱いとしてときには見舞金を支払うと

いうのもどうかという考えもございますので，方策の中にもありますように75歳以上の方の免除を
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廃止して，加入したい人は加入してくださいという本当の任意制度のほうに切り替えていく，ある

いは小中学生の分も，それに含めて共済制度の趣旨から掛金を払って，加入したいという人を加入

していただくという本来の制度に戻したいという考えもございます。 

○委員（下深迫孝二君） 

案内するのに80万円くらい掛かるというような文書量ですね，おっしゃったのですけども，何も

そのために市報を出しているわけです。それにちょっと大きく面積をとっていただいて，きちっと

すれば一人一人その80万円ものお金を掛けて送る必要も私はないのではと，入らない人に対しても

掛けた人のお金で賄わなくてはならないというのは不自然なことです。そういうのは市報を利用さ

せてもらって，きちっとすればそういう無駄なお金は掛からないというふうに考えますけど，どの

ようにお考えですか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

一つは，加入率を向上させて掛金額を増やすというのも，一つの方法でございますが，先ほど申

し上げましたように，民間保険制度の充実とかあるいは，人口の減少，若い世代の方の所得がなか

なか上がらないというような，いろいろな要因が重なって一般加入者が増えない状況でもございま

す。加入率の向上につきましては，今やっている取組としましては，毎年４月に自治公民館長自治

会長会があるときに，資料の中に案内を入れさせていただいてお知らせをしているほか，広報誌と

かホームページにも掲載をさせていただいているところです。更には，地区住民を対象にしました

交通安全教室の中でもこのような制度があるということをお知らせして，加入のお願いをしている

ところでございます。また，加入の方法につきましても，これを改善して何とか入りやすい方法は

ないかということでございまして以前は世帯全員を，一つの納付書で世帯全員に入っていただくと

いうこともあって納付書を送っていたのですが，やはり親は自動車保険があるからいい，子供だけ

入ればいいというようなことでなかなか全員というのが難しい状況もございましたので，世帯全員

から個人の納付書に切り替えました。また，納付につきましてもコンビニでも納められるようにし

てきたところでございます。先ほどおっしゃいました金額の事務費の件ですけれども，大部分が郵

送費でございます。１世帯送るのに，減免制度もございまして一通当たり56円掛かるということで，

それが事務費の大部分でございます。 

○委員（山田龍治君） 

確認です。今の郵送は，そのまま納付書が届くような形なんでしょうか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

今の送り方としましては，その世帯，今は免除制度がありますので免除対象になっていない方々

の分を全員分と，こういう見えにくいかもしれませんが，税金の納付書と同じような様式でござい

まして，これに一人一人，お名前とか打ちまして送っております。この中身は，加入申込書兼納付

書となっておりまして，領収書をもって加入証とすることになっております。それに含めまして，

加入していない方の世帯にも送りますので，加入促進のチラシというものを，毎年，このような加

入促進のチラシということで，入ってくださいと，給付制度はこのようなものがありますというの

をお知らせして，加入促進を図っているところでございます。 

○委員（新橋 実君） 

県内でこういった制度をやっているところは，どれぐらいですか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

大部分が，昔町村会と言われていました，今は，市町村総合事務組合というふうになっておりま

すけれども，ここに大部分が加入しておりまして，ここに県内の34自治体が入っております。それ

以外に，霧島市，阿久根市，出水市，西之表市，南さつま市，奄美市，垂水市の７市は独自で，こ

の共済制度を設けております。鹿児島市と枕崎市につきましては，既に制度を廃止しております。 

○委員（新橋 実君） 

７市は一応やっていると，この７市は同じような形でされているのか，どういうふうな形になっ
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ていますか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

霧島市は，掛金が500円なのですが，それ以外につきましては，大体300円から400円というところ

が多いようです。給付制度につきましては霧島市の場合は，市町村総合事務組合，以前の町村会に

準じた等級を付けまして，金額につきましては，平成24年度に霧島市は一部減額した経緯がござい

ますので，市町村総合事務組合よりは低くなっております。それ以外につきましては，霧島市は死

亡の場合は50万円ですが，ほかところは全て100万円となっております。ただ，怪我の場合につきま

しては，ほかのところは，１日が幾らというような形でやっておりまして，霧島市の場合は日数の

範囲で等級を付けまして，市町村総合事務組合と同じような治療期間で給付をしているところです。 

○委員（新橋 実君） 

不足分については，やはり一般会計から繰り入れをしているという理解でいいですか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

ほかの市を見てみますと，基金が数千万円単位でございますので，恐らく，確認はしていないの

ですが，一般会計からの繰入れはしていないものと思っております。 

○副委員長（宮内 博君） 

資料を頂きました。十分に目見通しができていないのですけれども，ただその傾向として，加入

率をこれまでの状況から見ますと，平成29年度の実績で22.75％ということで報告をされているとこ

ろなのですけれども，免除がありますので約４割，その方たちも含めるとそう思いますけれども，

一つは，先ほど新橋委員のほうからありました，その７市の関係ですが，ここもいずれもその75歳

以上，小中学生については免除制度というものを持っているという理解でよろしいですか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

全く０円という免除制度を設けているところが，西之表市の０歳から小学１年生，それから奄美

市の小学１年生のみの２か所でございまして，ほかについては免除制度はございません。ただ一部

減免をしているところが，阿久根市は掛金が365円のところを75歳以上は，200円にしておりますし，

垂水市は大人が400円のところを子供は200円としております。 

○副委員長（宮内 博君） 

免除制度を霧島市のように広い年齢層でもっているというところはないということでありますけ

ど，実績を見てみますともっとも多いのは一般の方々ということで，平成28年度の決算を見てみま

すと115件というふうに報告をされていますけど，小中学生の約２倍の高齢者の方が，給付金の対象

になっているというような報告になっていて，それで高齢者の割合というのが，増える傾向にある

というのは給付額の75歳以上の平成25年度に283万円であったのが，平成29年度に303万円というこ

とで報告をされているということになっているわけですけど，免除の分を全て加入者の分で賄うと

いうことに，やはりこの制度的な無理があるのではないのかなというふうに思います。先ほど下深

迫委員から出されたように加入していらっしゃる方たちで，それを賄うというところの部分です。

75歳以上ということになりますと，当然掛金そのものが免除されているわけですので，その年齢を

超えていれば当然対象になるということになりますので，一般会計から繰入れをしないということ

になりますと結果的には，この制度そのものの存続が非常に厳しくなると，当然推計値も出されて

おりますけれども，現状でいきますと平成32年度には298万円の赤字になるというようなことで，今

報告がされているのですけれども，現状でこれからも制度を存続していくと，一般会計からの繰入

れなしには存続ができないとこういうことで理解してよろしいのでしょう。 

○安心安全課長（石神 修君） 

おっしゃいますように，この制度を今の状態で維持して，なおかつ赤字分をどうするかというこ

となりますと，方法としては一般会計からの繰入れ以外にはないのかなというふうに思っています。 

○副委員長（宮内 博君） 

当然に，見舞金を受けていらっしゃる方についても，交通事故でありますので保険金の支払いの
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対象になるというようなことだろうというふうに思うのですけど，全体の加入者，免除者を含めて

６割の方がその対象になっていない。当然，払っていないということになるわけですけれども，一

つ，制度の見直しが議論をされているのは，その保険制度が非常に充実をしてきたということも見

直しの一つの理由になるというようなことでありますけれども，制度そのものの発足は当時と比べ

てどのような保険制度の改善がなされているかと，そういう中でもやっぱり不十分な部分について，

一定の助成になるということであれば，さらに充実していくということも議論をしていくというこ

とも必要だろうと思うのですけど，その辺の分析というのはどんなふうにしているのでしょうか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

国分市のこの制度ができましたのが，昭和43年頃だというふうに聞いております。その頃は民間

の保険も多くなくて，現在は自転車に対する保険ですとか，車の保険についても自損事故に対する

保険ですかとか，特約等で設置されているようでございます。この制度は，あくまで自分自身に対

する保険制度でございまして，例えば自転車ですと被害者にもなるし，加害者にもなるということ

がございます。被害者の場合だけであればこの制度で見舞金を受け取って治療費に充てるというこ

ともできるのですが，加害者になった場合は，この制度に該当しませんし，自己負担となりますと

過去の判例では１億円近い損害賠償命令というのも出ておりますので，やはり保険を掛けるとなり

ますと，そういった民間保険で被害者の場合も加害者の場合でも保険が受け取れるようにしたいと

いうのが心情としてはあるかと思いますので，そちらのほうに入っていかれるのかなというふうに

思っております。 

○副委員長（宮内 博君） 

先ほどの報告で，鹿児島市と枕崎市が，既に制度を廃止したということでありますが，それは随

分早い話なのですか。 

○安心安全課長（石神 修君） 

鹿児島市につきましては，平成23年度で廃止したと伺っております。ちょっと詳しいことは分か

りませんが，恐らく制度上行き詰まってきたのかなというふうには考えております。当時の鹿児島

市の加入率は，免除制度もございませんので，全体で２割を切っていたということで，制度の維持

が厳しかったのではと考えております。枕崎市につきましては，問い合わせたのですが，もう随分

古い昔の話で，担当者もよく分からないということでございましたので，かなり以前に廃止になっ

たのではと思っています。 

○委員長（松元 深君） 

確認です。この７ページの小中学生の給付額を平成31年度から11万4,000円に下げている部分につ

いて説明を。 

○安心安全課長（石神 修君） 

方策２と方策３で，それぞれ小中学生，75歳以上の給付額を下げております。あくまでも試算な

のですけれども小中学生につきましては，今免除ですので100％の小中学生が加入しておりまして，

それによりまして55万円給付をしております。しかし，この免除を廃止しまして一般加入者と同じ，

保護者は一般加入者でございますので，一般加入者と同じ22％ぐらいにしますと11万4,000円になる

ということでございます。同じく75歳以上につきましても，今までは全額免除ということで全員が

加入していることになっていましたが，先ほど申し上げましたように60歳から74歳までの加入率

38％を掛けますと108万円ぐらいに下がるということでございます。 

○委員長（松元 深君） 

ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですので，これで執行部に対する質疑を終わります。ここでしばらく休憩いたします。 

「休 憩  午前 ９時２８分」 

「再 開  午前 ９時３１分」 
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   △ 合併自治会への支援策について 

 

○委員長（松元 深君） 

  次に，合併自治会への支援策について，調査を行います。この調査事項については，５月８日に

横川で行われた「議員と語ろかい」で出されました意見について調査を行うものです。執行部の説

明を求めます。 

○市民環境部長（有馬博明君） 

  本日は，所管事務調査として，地域に対する支援策について，取り上げていただきましたので，

概要等を御説明させていただきます。それでは，市民活動推進課長が御説明申し上げますので，よ

ろしくお願い申し上げます。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

  地域に対する支援策につきまして，概要を御説明いたします。本市の地区自治公民館及び自治会

は，規模の大小はもとより，歴史的な背景などが異なっております。また，近年の少子高齢化に伴

い，中山間地域では地域活動の担い手や役員の確保が難しく，自治組織としての運営が困難になっ

ている自治会等もございます。このような中，本市におきましては，これまで地域の活性化を図る

ため地区自治公民館・自治会に対し地域振興補助金や地区活性化補助金等により活動支援を行うと

ともに，それらの制度の見直しも自治会等の要望により実施してきております。今週の月曜日，９

日には，霧島市自治公民館連絡協議会より「地区自治公民館及び自治会の運営や活動に際しての要

望書」が出され，その中にも「自治会合併への支援策」についての要望もありましたことから，今

回の「議員と語ろかい」での御意見も踏まえまして，本市としての支援策等について，検討してま

いります。なお，これまで行われました自治会再編の状況につきましては，本日お配りいたしまし

た，資料３ページをお目通しください。以上，簡単ではございますが説明を終わります。 

○委員長（松元 深君） 

ただいま執行部の説明が終わりました。これより執行部に対する質疑を行います。質疑はありま

せんか。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

申し訳ございません。まず，数字の訂正をお願いします。資料の４ページをお開きください。自

治会の数でございますが，一番下のほうに853という数字がありますが，850に訂正をお願いします。

これに伴いまして，左上，国分地区の314を315人に，理由につきましては，これは３月の時点で国

分地区の平山公民館の仁田原自治会，こちらのほうが当初は廃止という予定でいたのですけれども，

館長のほうから休止状況にしてくれという申し出がありまして，休止扱いにして315ということです。 

○委員長（松元 深君） 

質疑はありませんか。 

○委員（山田龍治君） 

合併の支援策について，検討するということで表現をされております。合併するに当たって，ど

のようなガイドラインを設けて，どういった形で合併する場合には支援をするというようなお考え

があるんでしょうか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

口述でもありましたように，これから検討するということですので，他市町村の状況を調査して，

いろいろ今後，その支援策が本市にとって適切なものか，公平であるかとか，そこら辺を踏まえて

今後，検討していきたいと思います。具体的には南さつま市が合併時に交付金を出しているという

状況等もございますので，そこら辺が参考事例となると考えています。 

○委員（山田龍治君） 

地域の状況を皆さんも御理解いただいていると思いますので，人口減少が進んできて地域の力が
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落ちてくるのは数値から見ても目に見えて分かることだと思いますので，早めの御検討をしていた

だければと思います。 

○委員（下深迫孝二君） 

合併してから今までに，霧島市で合併した自治会というのはあるのかないのか，あれば何箇所く

らいしているのか，まずそこをお示しください。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

資料の３ページを御覧ください。３ページのほうに合併後ではございませんが，平成24年度から

自治会の再編について掲載してございます。その中で，昨年度ですが広瀬16と広瀬５が合併して広

瀬16になったというようなことで，合併後に何件というのはちょっと数えてみないと分からないの

ですが，合併だけではなく，大きくなりすぎたから分離というのもございますので，そちらのほう

も再編というようなことで私どもは捉えているところでございます。 

○委員（下深迫孝二君） 

まず，今合併をしなきゃいけないというのは，恐らく中山間地域が主体になっていくんだろうと

いうふうに思うのですけれども，やはり若者がどんどん減っていっていなくなっていると，私の近

所でも今４世帯という自治会も既に出てきています。そういうところは，いずれ再編する中で合併

しないといけないのかなというふうに思ってはおりますけれども，全く中山間地域等で合併したと

ころは資料としては挙がっていないのですか。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

合併につきましては，先ほど課長が申しましたように，この３ページに載っている平成24年度以

降でございますが，これが全てございます。中山間地域については廃止が多いと，逆に国分・隼人

地区におきましては，新設が多いというようなことでございます。平成24年度以降の合併・編成に

つきましては，これが全てでございます。 

○委員（新橋 実君） 

自治会においては，今話がありましたけど，非常に小さい集落もあるわけです。私たちの地区自

治公民館でも話があるわけですけども，できるだけ近くにあるわけだから一緒になってくれんかと

いう話もあるわけですけども，なかなか昔からの制約があって合併できないということもあるわけ

ですけど，これについては，市のほうから，例えば，ぼたもちをあげるじゃないけど，いい方法を

出してもらって合併してもらえないだろうかと，そういうようなことを今まで提示をされたような

ことは，ないのですか。また，今後されることはないですか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

今回，こういう要望が語ろかいでも出されましたので，先ほど申しましたように今後合併に限ら

ず，再編に係るときにどのような支援策があるかというのは検討してまいりたいと思います。これ

まで検討したことはないかということでございますが，直接要望はないところでございます。ただ，

随時，御相談は来ているというような話を聞いておりますので，その際は職員が対応して実情を聞

いて，そのような合併とか分離とか，そちらのほうのアドバイス，支援ではないですけどそういう

ような御相談に乗っている経緯はあると思います。 

○委員（新橋 実君） 

先ほどありましたように，中山間地域では集落も広くて４世帯というところもあるようなことも

聞きますけども，私たちのところでは狭いところでも四，五軒でやっているところもあるわけです。

市の考えとして，自治会は，中山間地域は別として市街地であれば最低，どれくらいを目標にして

いるとか，その戸数として，その辺の考えはあるのでしょうか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

そこを含めて，今後検討していかないといけないということなのですが，ただ，地域によっては，

例えば，隼人地区は非常に公民館が大きい組織でございまして，当然，自治会も大きくなってくる

わけなので，そういうところは再編というのは，あり得ないわけですので，そこが分離したときに，
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再編したときに合併だけじゃなくて，分離したときには，合併のときだけ交付金をやるのかとそう

いう問題も出てきますので，そこら辺も総合的に勘案して支援策というのは，市としての支援策を

示さないといけないのではないかというふうに思っています。 

○委員（新橋 実君） 

確かに広瀬地区においては，一つの自治会で何百世帯と一つの公民館より大きいところもあるわ

けです。そういったことも考えていく必要があると思うわけですけど，だから，何か指針みたいな

ものをつくっていかなくてはいけないと思うのです。余りにも一つの自治会が広すぎても大変だと

思うわけです。自治会への交付金はたくさんもらえるかもしれませんが，それだけじゃないわけで

すから，やはりそういった再編も考えて，公民館自体も，溝辺の公民館は多いわけです。国分の場

合は25自治公民館でやっているわけですから，そういったことも含めて考えていくのか，その辺は

どうなのですか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

委員のおっしゃるとおりございます。地域性というのがございますので，やはりそれぞれ合併前

から公民館の在り方というのは，それぞれの地域でございますので，地域性生かしながら，どうい

う支援策があるのかというのは非常に難しい問題ですけど，今後検討していかなければいけないと

いうふうに思っております。 

○委員（新橋 実君） 

特に隼人の富隈地区などは非常に人数も多いわけです。だからそこも再編していく必要があると

思うわけですけど，そういったことも含めて，その辺もしっかり考えていらっしゃるということで

理解していいわけですか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

大きな視点で言えばそういうことです。ただ，今回出されましたのは，合併に対する支援策につ

いてということですので，まずはそこを考えてから，その支援策を行っていくのはいいのかという

ところも含めまして，例えば，交付金化した補助金を出して，合併したときに，そのお金はどのよ

うに使われるのかというのを，やはり他市町村等の状況を見ながら調査をしていかなければいけな

いと思います。すぐに要望があったから交付金を出しますよということにはならないような気がし

ているところでございます。 

○委員（阿多己清君） 

いろいろ合併の交付金も必要なのかもしれませんけれども，横川で出たのは，一つはいろいろ相

談に乗ってほしいというところも強く言われました。行政に言っても，そういう集落の運営がまま

ならないときに，統合したいということで相談に行っても思うように進まないというお話もされて

おりましたので，そういう窓口での対応といいましょうか，行政もお金だけではないので，こうい

う相談にもしっかりと乗ってほしいと思うのですけれども，そこらのお話は来ておりませんか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

今回このような，これを含めまして要望書が出ましたので，それを受けて全庁的に先の一般質問

でも，市長のほうが全庁的に自治会加入率を含めて，全庁的に取り組むということでしたので，全

庁的に取り組む体制を，今から私どもが中心になると思うのですけど，やっていきたいというふう

に今考えているところでございます。 

○委員（阿多己清君） 

もう１点ちょっと確認させてください。資料３ページの統合の一覧表ができているのですけれど

も，廃止と備考欄に記されているところは，もうどこにも入ってない状況がほとんどだと，そうい

う理解でいいですか。どこの自治会にも入っていないという理解でいいのですか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

３ページの資料で言いますと，平成28年度の溝辺のほうでございますけど，鍋西自治会が廃止さ

れて，麓原東自治会へ一部，西へ中央へというふうに書いてありますけど，廃止になってそちらの
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ほうに一部が移ったという表現でございますので，全く廃止になったということではないので分か

れて，それぞれの自治会に行ったということでございます。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

補足いたします。備考欄に廃止と書いてあるところは，これは純然たる廃止というふうに捉えて

もらって構いません。今課長のほうで申し上げましたように，鍋西，鍋東については，そういった

ところに再編されたと，見てお分かりのとおり集合住宅とか，こういったところは入居者がいなく

なったので，そのまま廃止をしたというようなことでございます。 

○委員長（松元 深君） 

組織を壊したというところもあるのではないですか。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

隣の自治会に入ったという人も何人かはいると思いますけれども，その自治会自体の活動自体が，

もうできなくなったというようなことで廃止という表現をさせてもらったところです。 

○委員（山田龍治君） 

この表の関連ですけど，平成29年に霧島の霧島山と西岳というのでしょうか。新設になっていま

すけれども，霧島で新設されたというのはいいことなので，何世帯ぐらいでどういう状況で新設さ

れたのか御説明をお願いしたいと思います。 

○市民環境部長（有馬博明君） 

霧島山と西岳は，いわゆる別荘地の関係でございまして，いわゆる一つは，そういった中で，自

治会加入促進も含めてやっていこうといった動き，それから，あともう一つは，旧別荘地で例えば，

管理会社が倒産していなくなった。だけど自分たちは，住んでいる。そうなったときに別荘地内の

道路を共有の持ち分にしないといけないと，そのときに地縁団体の法的手続きをとらないと登記が

できない。そうなったときにやはり自治会をつくって地縁団体の手続をとったというお住いの方々

の事情であります。 

○委員（下深迫孝二君） 

合併してもう12年が経過したわけです。いずれこういう日がくるということは，前々から分かっ

ていたわけだけど，いまだに，まだ，こういうお話し合いが，例えば支援であるとかいうこともだ

けれども，分離をするのはいいのです。それだけ多くなっているから分離するということで人は集

まっているわけですから，中山間地域は，いずれこういうふうになってくるということは，何年も

前から分かっているわけです。いまだにそういうことを検討していなかったのかなということを今

聞いていて思ったのですが，やはりこれは早急に検討していかなきゃいけないと思うのですけど，

もう13年目に入っているわけですから。そこら辺は，例えば庁議でこういう話が出るとかというこ

とは，今までは全くないわけですか。 

○市民環境部長（有馬博明君） 

いわゆる今回の御要望をいただきました，いわゆる合併に関して云々ということのみではなくて，

自治会加入率というのが今一番の議題になりながら，当然その中で役員のなり手が少ない，役員の

なり手が少ないというのは，やっぱり人口減少，そうなってくると小さな自治会は大変，じゃあ，

やっぱり合併というのも一つの視野だということで。これまでの経緯を申しますと，平成25年に先

ほど言いました市の自公連のほうでも，南さつま市に具体的に視察に行ってらっしゃいまして，そ

のときに実は，南さつま市の合併の，例えば，Ａという自治会とＢという自治会が合併したとき，

じゃあ公民館の施設はどうするんだと，それに対して三分の二の補助をという補助制度を持ってい

るのですが，三分の二ということは66％なのですけど，今うちが持っているそういった公民館の補

助も御存知のように60％補助でありますので，いわゆる金銭的な問題については，さほど遜色のな

い中で，霧島市としてもこれまでも支援というものはやってきているんだろうなというのが一つ，

それから合併については，市町村合併を例えて言うならば，いわゆる地方財政が厳しくなる中で，

合併特例債というのを出して合併したらどうですかとした側面があるんですが，自治会については，
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皆様方の生活の基盤であるものですから，お金という支援でどうですかというものが，果たしてそ

ぐうのかそぐわないのか，そういう議論も，これまでも当然してきました。ただそうは言っても，

ある程度の方向性，いわゆるこういうところには，先ほどありましたように職員も一生懸命アドバ

イスなり，その人的支援も致しますし，財政的には実は今の制度のほうですと，今後，先ほど課長

が言いましたけど，協議していくというのは全庁的に協議していく中で，今６割補助というのがあ

りますけれども，それじゃ例えば合併をするところについて，若干の上乗せができないのかどうな

のか，あるいは実際やっている今の自治体で実際の成果があったのかどうなのかとか，その辺りを

幅広く検証しないといけなというものがございます。ですから繰り返しになりますが，これまでも

正しく，そういった課題等は十分に庁内でも，平成25年度から南さつま市，鹿屋市などにいろんな

情報収集もやりながら取り組んできておりますけれども，先ほども課長が申し上げましたとおり，

具体的に自治会からこれに対して，例えば何か制度を教えてくださいなど，そういったことが当然

あったとしても，それについて具体的に今回，自公連から頂いたような補助制度や具体的な支援策

をというような要望は，今回，初めていただいたというような実情でございます。ただ，これは自

公連から頂いた要望書でございますので，先ほど申しましたように，早速，全庁体制という先の一

般質問での市長の答弁でもありましたので，早速，関係部課，総合支所も含めて，１回集まりまし

て，一つ一つの要望の中身について具体的にどうしていくのか，それから先ほど御要望がございま

した，こういった合併補助金の在り方についても，今後の先進地の事例とも含めて対応を図ってま

いりたいというふうに考えております。なお，現在の自公連の役員の方々も私どもと一緒になって，

そういった先進の事例等につきましても今年度のうちに勉強に行きたいというのも思っております

ので，正しく市のほうで方針というよりも自公連の皆様と一緒になって，どういう形が一番市民の

皆様方とにとっていい制度になっていくのか，その辺りを十分に検討してまいりたいと思います。 

○委員（下深迫孝二君） 

私は上之段という地区自治公民館の中の自治会です。自治会が七つありますが，建屋を，自治集

会所をみんな持っているのです。逆に合併したときには，集会所は二つも要らないけどというよう

な感じでした。福山なども皆さん選挙であちこち回られていらっしゃるので，現状がよく分かると

思いますが，街中から山奥のほうに入っていけばいくほど，空き家ばかりなのです。前は，ここも

入っていたのにという思いで回った記憶があるのですけど，やはりこれは急がないと本当に合併し

て，役員のなり手がいるかといったときに年寄りしかいない地域同士が合併するわけですから，そ

れは全く変わらないわけです。今私の自治会で８世帯です。隣の深迫というところは，今言ったよ

うに４軒しかない。そこが合併したからといって若い人がいるわけじゃないわけです。ですからや

っぱり合併というのも，霧島市は対等合併をしました。自治会にしてもそうなのです。二十四，五

世帯あるところと４世帯あるところが合併したときに，やっぱり吸収合併みたいになってしまうと

いう，集会所もうちのほうを使うとかいろんな問題が出てくると思います。ですからそこら辺は，

本当に手を付けていかなきゃいけない時期に十分，もう遅いぐらいだというふうに思っていますの

で，早急に市のほうでも対策を講じていただきたいなということを要望しておきます。 

○委員（阿多己清君） 

先ほど，山下課長が先進地の南さつま市の例を参考にしながら，いろいろ検討していきたいとい

うような答弁を頂いたのですが，南さつま市の例で，特筆する内容を把握されていれば，ちょっと

紹介いただけませんか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

南さつま市の場合は，合併時に補助金を交付金という形で出す形をとっております。ただ，合併

したから永久的に出すということではなく，３年から５年の間に出しますよと，先ほど部長が申し

ましたように，その施設を造るときに補助率を上げますよということだと思うのですけど，そうい

うことでしているのですが，今度は合併してその補助金を，交付金を出すのですけど，行政委託料

のほうも随時，下げていくというような方針をとっているような形です。いろいろな自治会の補助
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制度の見直し，全体的な見直しをやる中で，その再編の助成金も交付金もあるというような体制を

とっているようでございます。平成24年度からやっているようでございますので，５年としたとき

に今年で補助金がなくなると，来年合併したところはどうなっているのかと。あるいは，交付金で

すので，その交付された金額で，どのようなことをされたのかというところも含めまして，今後調

査というか，効果が，先ほど申しましたように効果が上がっているのか，それでそこら辺も含めて

調査をしないといけないと，繰り返しになりますけど，その合併というのは，あくまでもお互いが

納得して合併しないと，幾ら行政が合併しなさいと言っても合併した後になって，合併するのでは

なかったということにならないように，やはりそこは慎重にしなければならないというふうに思っ

ています。あと，姶良市がやっているのですが，姶良市は１か年に限っているそうです。合併時に

１回だけ出すということを聞いております。 

○副委員長（宮内 博君） 

今回，こういう委員会を開くきっかけになったのは，先ほど阿多委員のほうからありましたよう

に議員と語ろかいの中で，市民の側から提案があったということです。それで，主には先ほど来か

らありますように，中山間地域の高齢化が進むところで自治会をどう存続をさせていくのかという

ところから出てきている話なわけですけれども，確かに財政的な支援ということも一つ大事ではあ

ろうと思いますけれども，実際に自治会の運営そのものが，困難になっているというところに対し

て，どういうアドバイスであったり，人的な支援であったりというようなこと等ができるのかとい

うことだろうというふうに思うのですけれども，その部分については庁内ではどんな議論をしてい

るのでしょうか。交付金の助成とかいうところは，今どういう議論をしているかというのは分かり

ますけど，実際に最も困っている部分にどういうふうに手を差し伸べていくのかというようなこと

などについて，どんな議論をしているのでしょう。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

今，おっしゃいました，人的支援，物的支援というようなことに限りますと，人的支援はどのよ

うなことができるかということなのですけれども，議員の皆様も御承知のとおり地域には，まちづ

くりサポーターという職員を私どものほうで市の職員を募って，280名ほど各公民館に配置をしてお

ります。これにつきましては，地域の活性化並びに共生協働のまちづくりの推進を図るために，市

のほうから行政的な助言，そういったものができないかということで，３名ないし４名の人員を配

置しております。これにつきましては，まちづくり計画並びに地域の活性化，そういったものに対

する助言をするように配置しております。物的支援，お金の面で支援ができないというようなこと

も含めまして，人的支援をもっと充実していくといったことも考えているところです。 

○副委員長（宮内 博君） 

まちづくりサポーターを派遣して頂いているというのはあるのですけども，私が言っているのは，

いわゆる中山間地域のこれから進むところで，そのまちづくりサポーターの中から具体的にどのよ

うなアドバイスや支援というようなことが，行われてその結果どうだったかということについては，

検証がされているのですか。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

実際の検証というのは，まちづくり計画を作る中で，それぞれ立ち位置がサポーターと館長，委

員，そういった立ち位置をそれぞれ踏まえまして，お互いでお互いを検証していくというような形

をとっているところでございます。その成果品として，毎年出される，まちづくり実施計画書こう

いったものが出されるものというように，私ども当局のほうは考えているところであります。 

○副委員長（宮内 博君） 

そのサポーターの方たちからのその具体的な活動報告といいますか，その辺というのはされるよ

うな仕組みというのはあるのですか。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

活動報告については，各まちづくりサポーターからいただいております。［「具体的に」と言う声
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あり］まちづくり計画を作る段階で，まず，年度当初からどのような会合に参加し，どのような内

容で会合が行われ，どのような成果品ができたというような報告書については，それぞれのサポー

ターからいただいています。 

○副委員長（宮内 博君） 

まちづくりの議論ができたりとかというようなところは，運営がされていくのだろうというふう

に思うのだけど，今問題になっているのは，そういったこともなかなかできない，高齢化が進んで

いるようなところに対して，どう手を差し伸べていくのかというようなことで，もちろん合併をす

ることによって，人的には増えるということになるけど，先ほどからあるように，高齢者の方たち

が多いところ同士が合併をしても，その打開というのは，なかなか難しいのではないかというよう

なところがありますので，そういった点で，どういうアドバイスができるのかということ等も含め

て，これから議論をするということになるんでしょうか。その南さつま市の状況などは，個別具体

的には交付金の助成であるとか，そういうことが中心だろうと思うのですけど，そのように部長，

理解していいのですか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

基本的には，今委員が言われたとおりございます。ただ，個別でこの自治会とこの自治会が合併

するときに，どのような支援ができるかということになってくると思います。その都度，市として，

どのような支援が今からできるかというのは，今言われたようなことを含めまして，今後，調査研

究していくことになると思います。 

○委員（新橋 実君） 

先ほどからあります，まちづくりサポーターという方は，まちづくり委員会だけ参加されて，ほ

とんど自治会の本当の問題点というのは対応されていないと思います。だから，やはり今，言われ

たように今からはそういった問題にも対応するような形で，今後やっていただきたいのです。その

辺を市長が言われたようにまちづくりに積極的に参加するのは，今言われたようなそのサポーター

という方がいらっしゃるわけだから，そういった方をどんどん地域のまちづくりだけではなくて，

自治会活動にもどんどん参加させていただきたいのです。その辺は考えておりませんか。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

それは今から考えていくと。ただ，一部ではございますが，地域に入って積極的に活動している

職員もいることも事実でございますので，そちらはよろしくお願いします。 

○委員（川窪幸治君） 

今話を聞いているのですけども，この自治会をやっていく上で，年齢層がかなり幅広い活動だと

思っているのですけど，今の会長さんたちの意識というか，そういう改善というか，そういうふう

なことは考えられていないのか。というのが，いろんなところで話を聴くと役員を引き受けさせら

れそうだとか，その話ができないとか，話を聞いてくれないとか，その年齢層によって，その様々

な件が出ているようです。その辺のところは，まちづくりサポーターの方から話が来ているのか，

それともそういう会長さんたちの若い人を受け入れようとする考え方など，そういうところのお話

があればちょっと改善策とか，ちょっとお聞かせ願いたい。 

○市民活動推進課主幹（末満伸太郎君） 

今おっしゃったような話の内容については，直接まちづくりサポーターから聞いていることはご

ざいません。自治会長と話しがしづらいとか，聞く耳を持たないとか，自由な発言ができないとい

った内容については，実際は総会とか役員会とかそういった話の中だと思うのですけど，あくまで

もまちづくりサポーターが出るのは，そういったまちづくり委員会，それに限ってのことでござい

ますので，先ほどの新橋議員のほうからもございましたけれども，もっと幅を広げてそういった総

会又は役員会にも，オブザーバー的な立場で参加できるような，ましては参加していくようなこと

もこれから促進していかなければいけないというふうに思います。 

○市民環境部長（有馬博明君） 
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毎年ではございませんけど，鹿児島県が発行している公民館活動の手引きというのもございます。

手前どものほうも毎年，地区自治公民館長会のときには，資料をお渡しするわけですけど，今後，

全庁的に協議する中で，そういった公民館長さん方の運営マニュアルとかというような，当然そう

いった話し合いはこういうふうにしましょうとか，こういうふうに聴きましょうとか，そういうこ

とを公民館長さんだけではなく，そういうのを作ったよということを広く市民に伝えることで，ま

たお互いがいいコミュニケーションが取れやすいような環境にもなるのではと，そこも含めて今後

ちゃんと研究していこうというのが一つです。それからもう一つは，先ほどから阿多委員からもご

ざいましたように，ソフト面で窓口の対応など，具体的にそういった相談を受ける職員のスキルと

いうのも当然，必要になってきますので，そのサポーターも含めて，それから総合支所等で合併等

の相談があったときに，こういった相談があったときは，こういうふうに対応しようというように

みんなで職場研修会をやって，同じ方向を向きながら同じ対応，同じサービスが提供できるような，

そういった機会の検討というのは，今後していかなければいけないと思います。そして委員がおっ

しゃったように，そういった自治会の中では，様々な自治会の運営というよりも人間関係だったり，

いろんなものの中で，御不満があったりとか，そういったこともあろうと思いますし，また，そう

いったことが自治会を脱退するきっかけにもなったりというのは，担当としても一番つらいところ

でありますので，なるべくそうならないための側面的な支援が私どもに何ができるかというものは，

大切な視点だと思っておりますので，今後研究させていただきたいと思います。 

○委員（阿多己清君） 

一つのテーマからは少し外れるのですけど，自治会運営の中でいろいろ語ろかいに行ったときに，

よく出るのが自治会加入の問題です。それで，条例化ができないかと，私は，任意の部分ですので

条例化は難しいかなという認識はしているのですけれども，市民の方から条例化ができないかとい

うことがよく言われます。それで議会からもはっきりとそういうお答えができないところもあった

りしているところがありますが，どこかの市でそういう条例化をして，そういう加入促進なのか分

かりませんけれども，条例の内容を見ていませんので，そこらの部分で当局が把握されているとこ

ろがあればお知らせいただきたいと思います。 

○市民環境部長（有馬博明君） 

先ほど，一般質問でもちょうどその御答弁をさせていただいところもあったわけですが，全国的

には条例化をしている自治体もございます。ただ，それは加入促進に向けた機運を高めるための条

例であって，霧島市に転入した人は必ず入らなくてはいけない罰則規定があるとか，そういうもの

ではありません。御存じのように憲法と民法の法を超えてしまうということになりますので，過去

の裁判の判例でも実際に自治会側がそれで負けているという判例もございますので，ただ，そうい

った加入促進するために，いわゆる市民，それから事業者，それから市役所が一緒になって，これ

から特に防災対応とか，様々なこともございますので，それに向けて努力しようという条例を作っ

ているところがありますので，その条例を作ったことによって実際，具体的にどうなのかとか，そ

のことで御旗ができて，みんなが心を通わすことができて，成果が上がっているということであれ

ば，それはそれでいけるのかなと，ただ一方でこの条例が独り歩きをして，条例ができたので，絶

対入らなければいけないのだよとなるのも果たしてどうかというのもある意味想定しなければいけ

ないところでありますので，具体的な実例等もありますけれども，そういったところも踏まえてち

ゃんと研究して，早めに対応してまいりたいと思います。 

○市民活動推進課長（山下広行君） 

捕捉でございますけど，まちづくり基本条例というような形で自治会に入りましょうというよう

な条例は各市で，先ほど部長が答弁しましたように市役所，議会でまちづくりの基本的な中で自治

会加入の分も出てくるというような条例があるというふうに考えています。 

○委員（下深迫孝二君） 

実は，この中にもいらっしゃると思うのですけど，福岡のほうに視察に行ったときに九十何％，
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あの大きなまちで自治会に入っていらっしゃるのです。いろいろ質問等もしてみましたら，まず，

マンション借りるときに自治会に入らないとこのマンションは貸すことはできない。そういう，要

するに不動産会社，いろんなところと提携をされて，福岡の大きなまちで，九十何％，自治会に加

入していると。ですからその強制はできないにしても，やっぱりそうしてアパートを借りるにして

も，マンションを借りるにしても自治会に入らないと，貸すことはできませんという地域もありま

すから，これはぜひ，視察に行っていただいて，勉強していただければ，そんなできないことはな

いというふうに思いました。ぜひ，参考にしてください。 

○市民環境部長（有馬博明君） 

実際，全国では霧島市よりも人口が多いのに加入率が高いという自治体も多数ございますので，

そういったところをいろいろ聞いてみますと，正しく今ありましたように不動産業者との提携など

もあります。先ほどの一般質問でも答弁いたしましたとおり，これまでも宅建協会とかと連携をと

って，パンフレット等をやっていたのですが，具体的に例えば，自公連と市と宅建協会が調印式と

か，そういう協定とかというところは，やっておりませんでしたので，当然そういったことも今後

は含めてやっていくということと，それから開発の事前協議とか土地利用協議とかが出たときに，

当然，環境衛生課にごみステーションをどうするかとかいろいろ合議が回るわけなのですが，今市

民活動推進課のほうでも必ず自治会に入るように業者のほうから，家を造る人には家を造る人に，

あるいは，マンションに入る人には，マンションに入る人によろしくお願いしますと市からの要望

ということで一筆，お願いをしているところです。そういうところの一つ一つでございますけれど

も，先の一般質問でも答弁申しましたように，１軒，１軒具体的に，どのマンションの加入率が悪

いとか，このマンションは，全くないとか，このマンションはほとんど入っているとかということ

を具体的に分析して，今後，具体的な形での加入促進，当然それは自公連の皆さまと一緒になりな

がらやってまいりたいと考えております。 

○委員長（松元 深君） 

ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですので，これで執行部に対する質疑を終わります。ここでしばらく休憩いたします。 

「休 憩  午前１０時２０分」 

「再 開  午前１０時２５分」 

 

   △ 霧島市土地開発公社について 

 

○委員長（松元 深君） 

  次に，霧島市土地開発公社について，調査を行います。執行部の説明を求めます。 

○企画部長（満留 寛君） 

  霧島市土地開発公社について，配布しております資料に基づき御説明いたします。１ページを御

覧ください。はじめに，「１.霧島市土地開発公社の概要」ですが，同公社は公有地の拡大の推進に

関する法律第10条に基づき，昭和43年７月２日に，「公共用地や公用地等の取得，管理，処分等を行

うことにより地域の秩序ある整備と市民福祉の増進に寄与すること」を目的として旧国分市により

設立され，合併に伴い名称を変更するとともに６町に設置されていた，鹿児島県市町村土地開発公

社の各支社の業務を継承する形で発足しました。組織としては理事長はじめ，理事13名，監事２名，

事務局職員４名となっており事務局職員の内訳は，市職員２名，プロパー職員２名となっておりま

す。次に「２.公社の事業内容」については，先ほど述べた目的を達成するため，公拡法第17条の規

定により，市からの取得依頼に基づき公共施設の整備等に要する土地を公社が予め取得する公有地

先行取得事業，住宅用地等の造成を公社が自ら実施する土地造成事業があります。公社の先行取得

及び市の買戻しの業務の流れは，図のとおりであります。２ページをお開きください。「３.公社が
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果たしてきた役割」について，公社は，行政と比較して土地取得の手続を機動的・弾力的に行いう

ることから，公有地の需要などに対し的確かつ迅速に対応することが可能であります。また，長年

にわたり公有地の先行取得や宅地開発事業等を展開することによって，秩序ある地域の開発促進や

地域経済の伸長，市民福祉の向上に寄与し，市政発展の一翼を担ってきました。これまで公社が取

得し，処分した土地は様々な用途に利用され，本市のまちづくりに大きく貢献してきたと考えてお

ります。近年においては，公社の経営改善に向けた取組を実施してきたことから，平成24年度以降

において，市から公社に対し先行取得の依頼は行っておりません。次に，「４.公社の経営状況等」

でありますが，公社の経営健全化を目的に平成21年２月に市において霧島市土地開発公社経営健全

化計画を策定し，同計画に基づく取組を推進した結果，土地保有面積が，約103万6,000㎡縮減，簿

価総額が約20億3,000万円縮減，借入金は約14億円縮減され，金融機関からの借入金が解消されまし

た。さらに，同計画に基づく取組の成果や当時の経営状況などを踏まえ，解散を視野に入れた霧島

市土地開発公社解散プランを平成26年３月に策定し，引き続き公社の保有地再取得を進めてきた結

果，土地保有面積が約85万㎡縮減，簿価総額が約23億3,000万円縮減され，借入金は全額解消された

ところであります。３ページに合併以降の土地保有面積等の推移を示しておりますが，平成30年３

月末で，土地保有面積は，約34万7,000㎡，簿価総額は，約４億7,000万円となっております。また，

４ページは，今申し上げました現在，公社が保有している土地保有面積約34万7,000㎡の保有地一覧

となっておりますのでお目通しください。最後に５ページを御覧ください。「５.今後の公社の在り

方」については，これまでの公社のノウハウや残余財産等を活用しながら，分譲地販売の促進や保

有地の公募等による処分を積極的に進め，また先の定例会において市長の答弁にもありましたが，

今後，市が公社を活用し用地を取得する必要がある場合は，事前に議会へ説明し，公社が先行取得

した用地については長期保有することがないよう計画的な事業の実施，かつ経営の健全化の維持，

透明性の確保に努めてまいりたいと考えております。「６.解散の時期の目途」については，今後，

市が一団の用地の先行取得に公社を活用する可能性もあることから，現時点で具体的な時期を申し

上げることはできませんが，公社の経営の健全性確保を第一に考え，今後の社会経済情勢を踏まえ

ながら，改めて解散の時期を判断したいと考えております。 

○委員長（松元 深君） 

ただいま執行部の説明が終わりました。これより執行部に対する質疑を行います。質疑はありま

せんか。 

○委員（山田龍治君） 

市長の答弁でも，当面解散はしないということで，お話を頂いたところでありますけれども，市

長の話の中でも，少しいいお話があるということで解散をしないというような答弁を頂いたのです

が，その辺はしゃべれない部分もあるのでしょうけど，そういう動きがあっての公社の維持という

ことで考えてよろしいのでしょうか。 

○企画部長（満留 寛君） 

私ども企画部のほうとしては，そのような企業誘致とかいうような話がどこまであるのかという

ところは承知していないところでございますます。 

○委員（山田龍治君） 

承知をしていないということなのですけれども，であれば，ずっと解散するということでここは

進められてきたお話でありまして，議会のほうも経緯は分かりませんけれども，それが流れてきて

いる。そして，公社がこのまま動く予定がないままに，このままプロパーの方々の費用を含めて，

本当に使っていいのかそういうことを，やっぱり検討しないといけないのかなと思います。無駄な

税金を，市民の皆さんからいただいたお金を，何も動きのないところにずっとお金を使っていくと

いうのは，果たしていいものかそれは考えていただきたい。動きがあれば，我々も私としては解散

しない方向で，動きがあるというのであれば理解できるのですけど，それが全く何も何年もないま

まに，このまま公社を維持していくことは，本当に正しいのかなと思います。 
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○企画部長（満留 寛君） 

そういった企業誘致等の相談がないということではございません。そういった相談等がある中で，

現にそういった企業誘致用地というような形でのまとまった土地が現在ないことから，今後，具体

的にそういった企業誘致用地の確保が必要になった場合においては，この土地開発公社を利用して

いく可能性があると，そういった社会経済情勢になった場合には，土地開発公社を活用していくと

いうようなことでございまして，それとそれ以外におきまして，保有地が先ほど説明いたしました

が，21用地，34万7,000㎡残っております。それにつきましては，解散した場合には，市として維持

管理をしていかなければならない部分になってきます。そうした場合には，当然に市の職員を配置

しながら管理をしていかないとなりませんので，そういった上では，現在，土地開発公社のプロパ

ー職員もおりますので，そういったノウハウを利用しながら当面の間は維持管理をしていくという

ことでございます。 

○委員（山田龍治君） 

解散ではなく，休止ということはできないのですか。いったん開発公社は休止をして，解散する

とまた，元に戻すというのは相当な労力が掛かるでしょうから，一回休憩をする，休止をしてプロ

パーの方々も市役所の職員として配置をして，またそれが必要となったときに開発公社を活動して

やるという方法というのはないのでしょうか。 

○企画部長（満留 寛君） 

休止するにいたしましても，先ほど申しました保有地の管理については，当然，市が管理してい

かなければならない形になってまいります。そういった上では，現在，土地開発公社の残余財産も

ございますので，そちらのほうを活用しながら当面の間は，社会経済情勢等を見ながら，今後の判

断をしていくということでございます。 

○委員（新橋 実君） 

今話を聴いて思うのですけど，理事，監事，事務局職員がいるわけですが，年間で維持費はどれ

くらい掛かるのですか。 

○企画政策課長（永山正一郎君） 

平成29年度で申し上げますと，一般管理費等で3,000万円程度掛かっております。平成28年度につ

きましても同じく，3,000万円程度でございます。 

○委員（新橋 実君） 

これはこのまま，ずっと維持していくということですか。 

○企画政策課長（永山正一郎君） 

このまま解散しないで続けていけば，この管理費が必要になってきますが，今年度末をもちまし

て，プロパー職員が１名減るということで，そこの経費は少なくなります。 

○委員（新橋 実君） 

平成29年度は霧島市のほうで，簿価４億7,000万円近くの土地を買っているわけですけど，今後そ

ういった土地を霧島市が買うことはないと思うわけですけども，まだ住宅用地等が結構残っている

わけですよね。だからそういった，今後売却に力を入れていかれると思うわけですけども，その辺

の予定とかはどのように考えているのか。 

○企画政策課長（永山正一郎君） 

公有地取得事業用地の市への買い戻しというのは，これまでのような形でのというのは，当然行

なうことはできないと考えています。また，プロパー事業用地で分譲している塚脇，牧之原，浜之

市，姫城などにつきましては，現在，様々なプランを作成して，高齢者割引とか，子育て世代への

割引等を使って，販売を促進しているところでありまして，この制度が，今のままで，解散を予定

していたものですから今年の８月で切れる予定でしたけれども，それを引き続き延長することによ

って販売を促進していきたいと考えております。また，最近の動きとしましては，塚脇団地のほう

が４月に１区画売れております。また浜之市，姫城，牧之原等についても問合せがあるということ
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です。若干，動きが出てきているところであります。 

○委員（新橋 実君） 

住宅用地が，結構売れ残っているわけですけども，やはりこういったところが，これまでも売却

されたところもあるわけですけども，単価を下げてでも売るような形を考えていらっしゃるのか，

その辺はどうか。 

○企画政策課長（永山正一郎君） 

単価につきましては，公社の理事会，財産の処分関係の委員会がありまして，そちらのほうで決

めるわけですけれども，平成29年度におきましても分譲地の単価の見直しを行っております。そう

いったことも含めて，ちょっと土地の動きが出てきたのではと感じているところです。 

○副委員長（宮内 博君） 

これまで来年３月をもって解散をするという計画で進んできたものを，いったん見直して，当面

存続をするということにするということは６月議会で表明をされたんですけれども，なぜ解散をす

るかというところの原点に立ち返って，少し議論をしなきゃいけないのかなと思うのですけれども，

先ほど部長のほうから説明がありましたように開発公社というのは，その公有地の拡大に関する法

律によって，業務の範囲も限定されているというような一定の縛りのある団体ということになるわ

けですけれども，それを解散をしなければいけないという結論に達した一つは，いわゆる先行取得

の意味がなくなったという，早く買っていたほうが，その土地の値段が安く買えると，後々にその

地価が上昇したときに有利な売却ができるというようなことであるとか，必要な公園，道路，住宅

団地，公営住宅だとか，そういうところの市が進める計画に対して，開発公社が取得をするという

ような事業そのものが，少なくなってきたというようなことだろうと思うのですけれども，本会議

の議論の中でありましたのは，その工業団地のことを，市長のほうではおっしゃっていたのかなと

いうふうに思うのですけれども，先ほど４ページの公社の保有地の明細表を示していただいたので

すが，ここに工業団地がないのかということで見てみますとそうでもない。例えば，隼人の上野工

業団地については，22町歩の保有面積を有していて，現在も公社の所有地として残っているという

報告です。現状である部分についても対応できないということになるのですか。この４ページの先

ほど部長が報告になった平成29年度末残高の34万7,514㎡とおっしゃったのはここの部分ですよね。

その中に22万㎡の上野工業団地があります。ちょっと説明してもらえますか。 

○企画部長（満留 寛君） 

企業の方々におかれましては，いろんな条件を持って用地のほうを探されることになるかと思い

ますが，そういった中で，例えば交通条件，水の確保，光回線が整備されているかとか，そういう

部分等もある中で，今宮内委員のほうから御指摘の部分では，用地としてはあるけど，企業さんが

本当にそこを求めるところがあるかという部分で，相談を受ける中では，そういったところが確保

できていないということでのこれまでの答弁でございます。 

○副委員長（宮内 博君） 

解散のときの大きな理由の二つ目には，長期の保有地が増加して，非常に経営状況が悪化したと

いうことで，これ以上は，そういった状況を放置できないということもあったと思います。そのこ

とについては，先ほど部長の口述にもありましたように，全てと申しますか，まだここに約34万㎡

の残地があるわけですので，これまでの金融機関等からの借入金については，解消されたというこ

とではあるのですけど，今部長のほうから答弁がありましたように，企業が希望をするところと現

にその市が保有をしている開発公社が今持っている土地とマッチングすれば，そこで造成が始まる

ということになるのだけど，それがなかなかいかないと，となれば企業が希望するところに市を通

じて，市から公社のほうに指示を出して，土地を新たに取得するということになっても，実際に進

出するかどうかというのは，またその後の話しということに当然なる。そういったことが繰り返さ

れて，解散を決断せざるを得ないような多額の負債を抱えることになったというのが過去の教訓だ

ろうと思うのです。そこのところを同じような轍を踏まないというような形で，どうするのかとい
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うことなのですけれども，その辺はどうなのですか。 

○企画部長（満留 寛君） 

ただいま，宮内委員のほうから御指摘がありますように，先行取得した用地が目的どおりに利用

されないで残った結果，このような多くの保有地と公社の借入が膨らんだというような状況がござ

います。確かにそのとおりでありますので，今後につきましては，当然，企業誘致につきましても

十分な検証を行いながら本当に間違いなく，取得していただけるのか，その辺を見込んだ中で議会

への説明を行いながら取得していくように協議はしているところでございます。 

○委員（阿多己清君） 

現在，保有されている用地がかなりあるのですけれども，ここらを先ほど，宮内副委長からあり

ましたけれども，マッチングしないとそういう売却できないのかなという思いもするのですけれど

も，ここらはもうずっと残っていくことになるのか，平成30年度は少し動いているのか今後見込み

があるのか，そこらの状況は企画部としては，把握はされておりませんか。お答えできる範囲内で

よろしくお願いします。 

○企画部長（満留 寛君） 

先ほども答弁申し上げましたが，企画部のほうとしてどのような企業誘致用地についての相談，

要望等があるのかというところを具体的に承知していないところであります。そういった中では，

企業誘致を担当します商工観光部と連携をとる中で今後は，進めていきたいというふうには考えて

おります。それから現在ある保有地について，このままずっと残すのかというような御質問だと思

いますが，現在ある用地について，まずはこういった用地がありますというのを企業さんのほうに

も当然，商工観光部のほうでは，紹介していただいているというふうに考えておりますので，そう

いった条件に合うところがあれば，今後売却もできていくのかなというふうには考えております。 

○委員外議員（松枝正浩君） 

この一覧表に載っている土地の場所の位置図があれば，いただけないでしょうか。 

○企画政策課長（永山正一郎君） 

分かりました。 

○委員外議員（植山利博君） 

簿価総額で，平成30年３月末で４億7,000万円程度というふうになっていますけど，簿価だからき

ちっと把握をされているのでしょうが，これを現況評価ですれば，どれぐらいになるかというのは，

つかんでいらっしゃいますか。 

○企画政策課長（永山正一郎君） 

つかんでいません。 

○委員長（松元 深君） 

ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

ないようですので，これで執行部に対する質疑を終わります。ここでしばらく休憩いたします。 

「休 憩  午前１０時５５分」 

「再 開  午前１０時５７分」 

 

  △ 自由討議 

 

○委員長（松元 深君） 

休憩前に引き続き会議を開きます。次に，自由討議を行いたいと思いますが，意見があればお願

いします。まず，霧島市交通災害共済事業について，御意見があれば出してください。ここでしば

らく休憩します。 

「休 憩  午前１０時５８分」 
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「再 開  午前１１時０２分」 

○委員長（松元 深君） 

休憩前に引き続き会議を開きます。何か御意見があれば出していただきたいと思います。 

○委員（下深迫孝二君） 

私の個人的な考えですけれども，やはり高齢者にとってはその保険に入るといっても入れるもの

でもないし，皆さん保険料を払って加入していただくというならいいわけですけども，今の市のや

り方は免除になっている人たちは，人のふんどし，で相撲を取っているような状況であるわけです

から加入された方に補償していくという見直しが大事ではないかというふうに私は思います。 

○委員（阿多己清君） 

後々の処理の部分でもありますが，今日執行当局に質疑等をして，県内で導入しているのが７市

あると，あとは総合事務組合になるのですけれども，そういうところで 34団体あるというのが明ら

かになりました。その制度の内容を，霧島市の場合は運営がままならなくなって，給付額を下げて

いる現状もあります。そういう他の市は，死亡で 100万円ということで，本市の倍の額を給付して

いる状況もあります。このままでいくと制度運営が難しくなるというのは明らかでありますが，そ

ういう制度の見直しというのは，やっぱりすべきかなあというところがあります。ただ，今日この

場で，この議論をまとめるというのは無理があるのかなという思いもありますので，この交通災害

共済事業の取組といいましょうか，この部分については今後も引き続き委員会で調査をしていくと

いうことでどうかという思いがございます。 

○委員（新橋 実君） 

今阿多委員からありましたけれども，資料も今日示されましたので，これについてはまた，目を

通しながら今後，会を重ねて今年度中に結論を出すような形で，何回か勉強をしていって，次の会

でも，また結論を出すべきだと考えております。 

○副委員長（宮内 博君） 

交通災害共済の関係については，今皆さんおっしゃったとおり，今日資料が示されただけであり

ますので，目通しも十分に行われておりません。ですから引き続き継続して議論をしていくという

ことで，私もお願いできればというふうに思います。それから開発公社の関係についてであります

けれども，開発公社を解散しなければいけない理由とされていた，地価の大幅な上昇があるような

局面が発生する，そういう可能性が低いということで，開発公社そのものが必要ではなくなったの

ではないかということが一つ。二つ目には，多額の保有地を抱えていて，財政的に困難になってい

るというようなことで，この二つが大きな理由にされていたのですけれども，後者の部分について

は，財政状況の改善をすると，ほとんど霧島市が保有地を買い受けるという形で行ったわけであり

ますが，やはりそういう状況に陥った原因をしっかりと検証をしていくということがなければ，ま

た開発公社を存続したことによって，新たな負債を抱えるようなことになるようなことは絶対避け

なければいけないと，部長自身もそこのところは，十分検証した上で改善をしていくというふうに

おっしゃっていますけれども，ぜひその点については，十分な検証とそして対応を求めていただく

ことを要請しておきたいと思います。 

○委員（新橋 実君） 

この合併自治会への支援策についても先進地の取組を現在，検証しているというような状況であ

ると言われていましたので，そこは現在，取り入れてから５年後の検証をされているようなことも

言われておりました。そういう状況も見極めながら霧島市もどういったものがいいか，支援策を検

討するということでしたので，この辺も今後見ながらやっていくことが必要ではないかと思います

ので，これについてもしっかりと，今結論を出すべきじゃなくて，何回かに分けて勉強していけば

いいのではないかと思います。 

○委員長（松元 深君） 

霧島市交通災害共済事業については，また，引き続き委員会等で協議をしながら本年度中には，
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何とか提言できるような形に持って行きたいと思います。それと，自治会関係については，語ろか

いで出されたものでありますので委員会として調査をした経過を広報広聴常任委員会に伝え，意見

を出された方へつなげてもらうように考えています。土地開発公社については，私としてはこの委

員会で調査した，宮内副委員長が言われましたようなことを文書で執行部に届くようにするという

ことでどうでしょうか。本会議での委員長報告は，交通災害共済の提言がまとまった時期にしたい

と思いますが，それでよろしいでしょうか。 

［「異議なし」と言う声あり］ 

それでは，そのようにさせていただきます。ほかにありませんか。 

［「なし」と言う声あり］ 

なければ，以上で本日の総務環境常任委員会を閉会いたします。 

「閉 会  午前１１時１２分」 

 

 

以上，本委員会の概要と相違ないことを認め，ここに署名する。 

 

委員長   松 元  深   

 

 


